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要　　　旨 　1972年に札幌市が冬季オリンピック、そしてミュンヘン市が夏季オリンピックを開催し
た縁で、両市は同年の8月28日（オリンピック3日目）に姉妹都市提携を締結した。スポー
ツがひとつの契機となったが、締結後両市は盟約書に記載されている「あらゆる分野で交
流をすすめ」てきた。本研究の対象である「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」は、
両市の姉妹都市提携30周年記念イベントとしてミュンヘン市が提案した。ミュンヘン市で
毎年行われているクリスマス市をモデルに、第1回のイベントが2002年に札幌市で開催され
た。11月下旬から12月24日まで約1ケ月にわたり、札幌市の中心街を中心に、飲食も含めて
クリスマス関連の品々を扱うブースが約40店近く立ち並び、このイベントの趣旨である国
際理解の推進のみならず、「都市部への集客効果の創出」も実現させている。クリスマス市
への来場者数は年を追うごとに増え、第14回を数えた2015年度は138万人を上回った。この
イベントは姉妹都市交流が地域活性化に大きく寄与している事例として刮目に値する。本
論では、このイベントが成功を収めている背景として、日本型宗教の受容とクリスマスケー
キに代表される食生活の欧米化にも言及する。
キーワード 　札幌市、ミュンヘン市、地域活性型姉妹都市交流、クリスマス市、日本型宗教
1．はじめに―問題の所在
多文化共生社会の創造を始めとして、姉妹都市
交流活動も掌握する各地方自治体の国際交流協会
は予算面において苦境に立たされている。国際交
流熱の減退化や緊縮財政の影響を直接受けて、協
会の活動費は年毎に減少している。岩手県の全自
治体を2度にわたり調査した筆者がその激減を報
告している。
1999年に岩手県の全市町村を対象にした国
際交流に関するアンケート調査の結果によ
ると、1998年度に姉妹都市交流に使った経
費は、最高額が約1,300万円であり、500万
円以上も6件あった。今回2006年に行った
アンケート調査の結果は、500万円以上は
皆無であることを示している。300万円ま
で下げるとやっと6件浮上してくるという
状況であり、隔世の感がある。財政難のし
わ寄せが、姉妹都市交流事業に一気に及ん
でいることがわかる。　　　（佐藤　2011: 
108）
こういう状況の中で、姉妹都市交流活動を継続
していくためには自主財源の確保が重要である。
これまで伝統的に行ってきた文化、教育、行政の
分野に加えて経済も交流活動の視野に入れる必要
性がある。そうすることによって、より広範で安
定的な交流活動を目指すことができる。ドイツ連
邦共和国バイエルン州ミュンヘン市（Munich, 
Bavaria）と姉妹都市交流を行っている札幌市の
「ミュンヘン・クリスマス市
いち
 in Sapporo」は、毎
年100万人以上の観光客を集め、しかもその数が
年を追うごとに増えている。地域活性化のイベン
トとして一発花火を上げる自治体は多いが、継続
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性を確保することは極めて困難である。その意味
でも、2015年に第14回目を迎えた札幌市のクリス
マス市は、姉妹都市交流による地域活性化のモデ
ルとして考察に値する。
本稿では、このテーマを考察する前段階として
第2章で先行研究を渉猟する。第3章で札幌市と
ミュンヘン市の交流の歴史を辿り、その特徴を明
らかにする。第4章で「ミュンヘン・クリスマス
市 in Sapporo」の概要を明らかにし、第5章でク
リスマス市成功の要因を考究する。第6章の「ま
とめ」で「地域活性型姉妹都市交流」の新機軸を
提示する。
2．先行研究
日本における姉妹都市に関する研究としては、
姉妹都市提携第1号（1955年）となった長崎市と
アメリカ合衆国ミネソタ州セントポール市（Saint 
Paul, Minnesota）との提携の経緯を丁寧に追跡し
た高瀬（2009）の『ナガサキ　消えたもう一つの「原
爆ドーム」』がある。セントポール市議会が長崎
市との姉妹都市提携の承認を議決したのは、1955
年12月7日（日本時間では12月8日、すなわち真珠
湾攻撃の日）であった。高瀬の「日米で初の姉妹
都市提携の議決を十二月七日に設定した米国の真
意が気になる。何か意味や含みがあるのではない
だろうか」（高瀬 2009: 126）という疑問が、緻密
な資料収集や関係者へのインタビューなどを通し
て解明されていく。
「作られた縁組。用意された姉妹都市提携
だと思いますね。そしてこれは被爆地長崎
に対する（アメリカの）慰撫策ではないで
しょうか。」
そう分析したのは、西日本新聞の馬場周一
郎記者だ。馬場記者は、長崎原爆が抱えて
いる思想的な問題を取材してきた経験から
姉妹都市提携が原爆に対する批判を和ら
げ、被爆者の気持ちを慰めるものとして仕
組まれたものではないかとみていた。
　馬場記者の話をもとにして私なりに解釈
すると、「私たちは、過去の忌まわしい日
を選んで姉妹都市提携を決議した。それほ
どこの提携が重要であると考えている」と
いう米国側の暗黙のメッセージがそこに込
められているように受け取れる。あるいは、
「もう私たちは真珠湾攻撃のことにこだわ
りません。だからあなたたちも、原爆とい
う過去の出来事を忘れて、未来を向いて仲
良くしていきましょう」という意味にも理
解できる。　　　（高瀬　2009: 126）
当時長崎市では原爆によって破壊された浦上天
守堂をめぐって、保存か撤去の議論が沸騰してい
た。保存に賛成していた市長が、ある時期を境に
反対に回った。その時期とは長崎市とセントポー
ル市との姉妹都市提携締結後にアメリカに招待さ
れ帰国した後であった。海外旅行が稀有であった
時代に、長崎市長は1956年1ケ月以上にわたり（8
月22日〜9月25日）全米の8都市（セントポール市、
シカゴ市、 ニューヨーク市、 ワシントンD.C.、
ニューオーリンズ市、ロサンジェルス市、サンフ
ランシスコ市、ホノルル市）を巡るグランドツアー
を行った。各訪問先では、市長、行政関係者、国
務省関係者などが長崎市長を歓待した。帰国後に
長崎市長は浦上天守堂廃墟の保存に消極的な姿勢
を見せ始め、最終的には被爆のシンボルとなるよ
うな遺構は長崎市から跡形もなく姿を消すことに
なった。ワシントンD.C.での国務省関係者との会
談の内容がまだ突き止められていないので、長崎
市長の姿勢がなぜ変わったのかは未解明である
が、高瀬の調査・分析は注目に値し、姉妹都市交
流の研究に一石を投じるものである。
札幌市の国際交流に関する学術的な研究はこれ
までなされていない。札幌市はミュンヘン市を含
めて世界に5つの姉妹都市1）を持っているが、そ
れらの交流の歴史や交流内容をまとめた『姉妹都
市』という文献が唯一、1998年に札幌市教育委員
会によって編集され出版されている（ただし、大
韓民国大田広域市との姉妹都市締結は2010年なの
で含まれていない）。この書籍は記録を記載する
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ことが主眼であり、研究書という色彩は帯びてい
ない。その証拠に各章題を見ると、第1章は「姉
妹都市交流史」、第2章は「四都市からのメッセー
ジ」、第3章は「姉妹都市提携記念行事」、第4章は
「私と姉妹都市」、第5章は「市民の国際交流」、第
6章は「姉妹校」となっている。当時の桂信雄札
幌市長が述べているように、「（姉妹都市）提携は
行政のものではなく市民のものである」（札幌市教
育委員会 1998: 3）ということを編集の中心に据え
て、『姉妹都市』はこれまでの4姉妹都市との交流
活動を活字にして記録に留めておいたものであ
る。ゆえに、札幌市の姉妹都市交流に関しては、
学術的な調査・研究はこれまで皆無であるといっ
ても、正鵠を失することにはならないであろう。
本題に直接関係ある地域活性型姉妹都市交流に
関しては、ワシントンD.C.に本部がある国際姉妹
都市協会（Sister Cities International）が行った
調査結果がある。この報告書ではオーストラリア
が抱える問題点として、地方自治体の緊縮財政に
伴い、首長の姉妹都市訪問は無駄（wasteful）で
あるという批判が巻き起こっていると述べてい
る。こういう状況に鑑み、国際姉妹都市協会は
2014年12月と2015年5月に、協会の会員更新を行っ
たアメリカの自治体にインターネットでアンケー
ト調査を行った（回答率は約30%であった）。調査
の結果、姉妹都市交流は旅行関連の経費としてア
メリカ経済に1億9040万ドル貢献していること、
さらに旅行に付随するホテル代やレストランでの
食事代なども加えるとその貢献額は4億3080万ド
ルにも達することが明らかになった。調査報告書
は、「姉妹都市交流は地方自治体間の強固なつな
がりや世界平和の構築だけでなく、両市の経済的
な発展や投資の推進力にもなりうる」（Sister City 
International 2015: 6）、と結論付けている。この
ことの顕著な例として、熊本市との姉妹都市関係
を通じて、トヨタ自動車工場の誘致に成功したテ
キサス州サンアントニオ市（San Antonio, Texas）
を挙げている。国際貿易の増大は両市、さらに両
国の摩擦を減ずることにもつながり、ひいては姉
妹都市交流の原点である世界平和の維持を確保す
る可能性も大きくなる。
日本において姉妹都市交流を経済の視点から調
査したものとしては、国土交通省が2005年3月に
刊行した「姉妹都市交流の観光への活用に関する
調査」がある。調査の目的は、「姉妹都市提携の
観光分野への活用状況に関する現状を整理し、姉
妹都市交流を通じた観光振興のための基礎的な資
料を提供すること」（国土交通省　2005: 1）である。
2005年3月までに姉妹都市提携している911自治体
（1,516件の姉妹都市提携）と、各都道府県・政令
指定都市の地域国際化協会（都道府県47団体、政
令指定都市12団体）を対象に、アンケート調査を
行い、電子メールで回収を行った。494自治体と7
団体から回答があり、回収率は52％であった。観
光に関連した事業を行っている（2005年度以降に
実施予定を含む）自治体の延べ事業数は1,464であ
る。「海外からの来訪・国内からの来訪者増加」
を目的とした事業例として、札幌市の「ミュンヘ
ン・クリスマス市 in Sapporo」が挙げられている。
調査の結果明らかになったことは、姉妹都市交流
活動で最も多く行われているのは、「首長や議員、
市民代表等が表敬訪問して交流を深める『訪問』
事業である。事業内容の面からみても、交流事業
は、相互理解や姉妹都市提携の継続の確認などに
主な目的があり、観光振興や海外からの来訪者増
加は必ずしも大きな目的とはなっていないことが
うかがわれる（国土交通省　2005: 11）。それを裏
付ける数字と説明が次の引用である。
姉妹都市提携が観光振興に役立っているか
どうかについては、「あまり役立っていな
い」という回答が最も多く、58％と6割近
くを占めた。ただし、「あまり役立ってい
ない」という自治体のうち、今後の観光振
興に「できれば役立てたい」とした自治体
が56％を占めており、今後の観光への活用
に対する意向は必ずしも低くない。「役立っ
ている」「努力している」と合わせると、
約半数の自治体が姉妹都市提携の観光への
活用に積極的といえる。　　　（国土交通
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省　2005: 12）
56％の自治体が将来は姉妹都市交流を観光に役
立てたい2）という意欲を見せている。これは注目
すべき数字である。この調査レポートには、札幌
市の「ミュンヘン・クリスマス市」も「イベント
による観光振興の事例」として記載されている。
そして次のような説明が加えられている。「札幌
市、岩崎村3）では、雪・クリスマス・サンタクロー
スなどのテーマ性のあるイベントを海外の都市イ
メージと連動させて展開している。姉妹都市提携
先から招待者を招致しなくとも、姉妹都市のイ
メージを上手く活用することで国内からの観光客
誘致に成功している。」ここでは「テーマ性」が
主要成功要因として挙げられているが、本論では
別の角度から成功の主因、さらに背景を考究する。
3．札幌市とミュンヘン市との姉妹都市交流
3.1.　姉妹都市締結の経緯
2012年に札幌市とミュンヘン市は姉妹都市提携
40周年を迎えるにあたり、記念誌を発行している
のでそれに依拠して締結の経緯を明らかにする。
両市を直接的に結びつけたのはオリンピック大会
である。1972年に札幌市で冬季オリンピック、そ
してミュンヘン市で夏季オリンピックが開催され
たことが契機となり、両市は姉妹都市関係を結ん
だ。オリンピック開催が決まった翌年の1967年す
でに当時のミュンヘン市長一行（7名）が札幌市
を訪れて、オリンピック開催準備状況などを視察
している。その後も交流は続き、札幌市議会は
1972年6月26日の市議会で、次のような理由をもっ
て姉妹都市提携を承認した。
ミュンヘン市は、ドイツ連邦共和国バイエ
ルン州の首都であり、本市とほぼ同緯度に
位置しております。人口はおよそ120万人、
産業面でも本市と共通するものがあるほ
か、南ドイツの文化、交通、商工の中心都
市であります。かつ、1972年には、それぞ
れ冬季・夏季のオリンピック大会を開催す
るなど、両市間の親近感も多大であります。
（札幌市総務局　2013: 19）
ミュンヘン市議会はすでに1972年4月20日に札
幌市との姉妹都市提携を承認しており、1972年8
月28日（オリンピック3日目）ミュンヘン市役所
で姉妹都市提携調印式が催された。「盟約書」 に
は、両市は「たがいに自由に密接な連携を保ち、
あらゆる分野で交流をすすめ、親善のきずなを強
め、国際間の平和と向上に寄与することを両市を
代表する市長の名においてここに厳粛に宣言す
る」（札幌市総務局　2013: 20）、と記されている。
札幌市とミュンヘン市は共通点が多々ある。両
市はビールの街4）としてよく知られている。また、
畜産業も主要産業のひとつであり、「北海道で飼
育されている家畜をとりあげても、その源をたど
れば、ドイツからアメリカのウィスコンシンを経
て北海道に輸入されたことは明らかである」（札
幌市教育委員会　1998: 46）。共通点や親近感が功
を奏し、姉妹都市提携締結後両市は「あらゆる分
野で」交流を深めていくことになる。
3.2.　札幌市の概要
札 幌 市 は1970年 に 人 口 が100万 人 を 突 破 し、
1972年に政令指定都市へ移行した。それ以降人口
は増え続け、2014年の人口総数は1,942,648で全国5
番目に位置する。2008年に札幌市経済局がまとめ
た報告書によると、企業の53.9％が従業員5人未満
であり、さらに50人未満の企業が93.4％を占めて
おり、中小企業が札幌市の産業を支えている。「平
成27年度版札幌の観光」によると、四季を通して
100万人単位の観光客を集めるイベントが開催さ
れている。主なものとして、「さっぽろ雪まつり」
（235万人）、「YOSAKOIソーラン祭り」（約200万
人）、「さっぽろオータムフェスト」（約200万人）
を挙げることができる。
3.3.　ミュンヘン市の概要
ミュンヘン市のホームページ5）に依拠して市の
概要を説明すると、バイエルン州の州都である
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ミュンヘン市は、2015年現在約144万人の人口を
擁し、ベルリン市、ハンブルグ市に次ぐドイツ第
3の都市である。180カ国から人々がミュンヘン市
に移住し、外国籍の割合は24,6％を占める。特に
大きなコミュニティーを形成しているのは、トル
コ、アルバニア、クロアチア、セルビア、ギリシャ
からの移民である。
産業はサービス業（銀行、保険、出版など）が
ミュンヘン市の総生産の76.7％を占め、製造業が
23.3％でそれに続く。自動車のBMW、電機のシー
メンスなど世界に名が知れた企業がミュンヘン市
に本社を置いている。2012年の数字を見ると、総
生産額は835億ユーロである。2014年の失業率は
4.8％で、人口50万人以上のドイツの都市の中では
最低を誇っている。
宗教に関して興味深い数字が提示されている。
約半数（49.3％ 6））が「宗教のグループに属して
いない」と回答し、この数は年を追うごとに増加
している。一方、ローマカトリックとプロテスタ
ントの信者は減少の一途をたどっている。　
ミュンヘン市の最大イベントは、秋に開催され
るビールの祭りである「オクトーバーフェスト」
である。2014年9月20日〜 10月5日に催された祭り
を見てみると、参加者数は630万人に上り、ビー
ルの消費量は550万リットルを下らなかった。1810
年にその起源を持ち、戦争などで中断を余儀なく
されることもあったが、祭りの伝統は後世に引き
継がれてきた。21世紀に入りますます活況を呈す
るようになり、国内外から毎年平均して600万人
以上の参加者を確保しており、世界でも最大規模
の祭りのひとつに数えられている。
3.4.　札幌市とミュンヘン市の交流の歴史
2012年の姉妹都市提携40周年に、80名もの札幌
市民がミュンヘン市を訪問した事実が両市の親密
な関係を的確に表している。盟約書にある「あら
ゆる分野で交流をすすめ」という一文を実現する
ために、両市は努力を重ねてきた。姉妹都市提携
のきっかけとなったスポーツは言うに及ばず、行
政、産業、教育、音楽、美術など枚挙にいとまが
ない（参考資料「札幌市とミュンヘン市との姉妹
都市交流の軌跡」を参照）。「行政ではなく市民の
手による国際交流」が大きな特色であり、裾野の
拡大が図られている。1986年には札幌市の他の姉
妹都市であるアメリカ合衆国オレゴン州ポートラ
ンド市（Portland, Oregon）、中華人民共和国遼寧
省瀋陽市と4都市で「経済、技術、文化の分野に
おける友好交流及び協力」協定の関係を結び、さ
らなる交流の拡大を図っている。
4．「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo 」
の概要
論を進める前に、クリスマス市にちなむ知識を
提供しておこう。クリスマス市はアドベント
（Advent）期間中に開催される。アドベントとは
イエス・キリストの降誕を待ち望む期間で、11月
30日の「聖アンドレの日7）」に最も近い日曜日か
らクリスマスイブまでの約4週間である。この期
間中ドイツの街では屋台が並び、クリスマス関連
の品々 8）を買い求める人々で賑わう。ミュンヘン
市でも11月下旬から12月24日まで約1ケ月にわた
り、市庁舎前の広場にクリスマス市が立つ。
このクリスマス市を札幌市に再現したのが、
「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」である。
このクリスマス市を提案したのはミュンヘン市で
あり、姉妹都市提携30周年の目玉として第1回が
2002年に開催された。その目的は、「市民が異文
化に触れることのできる場を提供することで、国
際理解を促進するとともに、都心部への集客効果
の創出」（札幌市総務局国際部交流課　2015: 1）
である。第14回を数えた2015年の様子を、「第14
回ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo開催報告
書」を参考にして提示する。会期：11月27日〜 12
月24日（28日間）、会場：大通公園2丁目、主催：
札幌市と（公財）札幌国際プラザ、実行委員会：
18団体、後援：ドイツ連邦共和国大使館やミュン
ヘン市など6機関。
2015年は海外から7店舗（物品販売5と飲食店2）、
国内から29店舗（物品販売16と飲食店13）の出店
があった。「グッズブース（Goods Booths）」と名
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づけられたセクションには、次のような品が並ん
だ。カラフルキャンドルホルダー、サンタイルミ
ネーション、LEDサンタライト、窓飾り用レース
（クリッペ）、オリジナルクリスマスカード、ミツ
ロウキャンドル、ガラス製クリスマスツリー、紅
茶・チョコレート、クリスマス焼菓子などである。
一方、「フードブース（Food Booths）」では、バ
イエルンビール（ラングブロイ）、ホットフルー
ツビール、ホットワイン、クリスマスプレート（チ
キン、ソーセージ、ベーコンの盛り合わせ）、ド
イツ風カツレツ（シュニッツェル）などを楽しむ
ことができた。また毎年絵柄などが異なる「オリ
ジナルグッズ」（マグカップ、クリアファイル、
タオル、グラス、ブックカバー）を販売し、リピー
ターの獲得に努めた。
出店の他に、屋内でのイベントもほとんど毎日
開催された。例を挙げると、フェルトあるいは木
でクリスマス飾り作り、オリジナルキャンドル作
り、アヒルの羽でオーナメント作り、ドイツの絵
本の読み聞かせ、ドイツ料理の講習会、グリユー
ワインの作り方講座、写真で学ぶドイツのエコラ
イフセミナーなどである。その他、高等学校の合
唱部と合同でクリスマスオルガンコンサートも催
された。さらに屋外では、イルミネーション点灯
式、ニコラウスに会いに行こう、ソングステージ、
ダンスステージ、世界の町のクリスマス、ドイツ
語講座など様々なイベントが繰り広げられた。
上記の出店やイベントを通して、参加者は確か
に「異文化理解を図る」ことができたと言える。
さらにもうひとつの目的として掲げた「都心部へ
の集客」 対策として、「まちなかクリスマスラ
リー」を実施した。会場周辺の商業施設を含む12
カ所にバーコードを記載したパネルを設置し、ス
マートフォンアプリでバーコードを読み込んだ人
に抽選で賞品を贈った。これが都心部全体の活況
に大いに寄与する企画となった。新企画も多く取
り入れ、さらに国内外における周知度も高まり、
第14回の来場者数は前年比362,238人増となった。
5．クリスマス市成功の要因　
経済効果について4つの部署（札幌市総務部国
際部交流課、札幌市経済観光局観光・MICE推進
部観光・MICE推進課、札幌商工会議所国際・観
光部、札幌国際プラザ企画事業部総務課）に問い
合わせたが、残念ながら資料は無いという回答で
あった。しかしながら、クリスマス市への来場者
数がまとめられているので、ひとつの指標として
提示する（表1）。
表1　クリスマス市来場者数の推移（2002～
2015年）
年度 回 来場者数
2002 第1回 36万人
2003 第2回 37万7千人
2004 第3回 38万1千人
2005 第4回 40万1千人
2006 第5回 44万6千人
2007 第6回 45万1千人
2008 第7回 50万6千人
2009 第8回 57万2千人
2010 第9回 67万1千人
2011 第10回 80万4千人
2012 第11回 65万人
2013 第12回 94万人
2014 第13回 101万9千人
2015 第14回 138万1,238人
出典：札幌市総務局国際部交流課から提供された
資料
5.1.　クリスマス市成功の直接的な要因
1）目的の明確化と多様な対策
最初に指摘しておきたいことは、クリスマスは
すでに12月の風物詩として日本に定着しているこ
とである。クリスマスは外国から入ってきた習慣
とは言うものの、全く馴染みのないイベントでは
ない。むしろ日本記念日協会によると、2012年に
おけるクリスマスの市場規模（食品、装飾、テー
マパークなど市場における売上総額）は6,800億円
であり、チョコレートに象徴されるバレンタイン
デーの市場規模である1,300億円をはるかに凌駕し
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て第1である。
さて、再度札幌市のクリスマス市の目的を掲げ
ると、「市民が異文化に触れることのできる場を
提供することで、国際理解を促進するとともに、
都心部への集客効果の創出」である。「国際理解
を図る」ために、出店でのクリスマス関連品の購
入というやや消極的な行為だけではなく、来場者
が積極的に関わるイベントも数多く開催してい
る。ドイツ料理講習会や木工のクリスマス飾り作
りなどがその例として挙げられる。また、「都心
部への集客」策として、デパートや商業施設がク
リスマス関連の独自の催し（クリスマスツリーや
ケーキなど）を展開し、また、さっぽろテレビ塔
は展望台に入場した小学生以下の子どもたちに
キャンドルカップホルダーを贈る「キャンドルプ
ロジェクト」を開催した。もちろん来場者は日本
人だけではない。英語、中国語、韓国語、タイ語
による広報の他に、SNSの活用により広範な周知
を図ることができた。公式ガイドブックも英語、
韓国語、中国語で記載されている。さらに、テレ
ビ、ラジオ、雑誌などの伝統的な媒体手段も健在
で、マスメディアも大きな効果を発揮した。
2）環境に配慮した事業
ドイツはしばしば環境先進国と言われ、札幌市
民もミュンヘン市を訪れるたびに、関連施設を視
察してきた。それが功を奏し、このクリスマス市
においても環境を意識した取り組みが行われてい
る。洗浄して再使用するリターナブル食器を使用
し、期間中延べ831名のボランティアが約15万個
の食器を洗浄した。 また、 パビリオン内でのペ
レットストーブの使用、LED電球、使用済み油の
再利用など、環境への負荷をできるだけ少なくす
るよう取り組んでいる。
5.2.　クリスマス市成功の背景
1）日本型宗教
札幌市と言えばクラーク博士（William Smith 
Clark）が想起されるように、札幌市においてク
ラーク像は観光の目玉になっている。北海道大学
に胸像が6つ、さっぽろ羊ヶ丘展望台に右腕を一
直線に伸ばした全身像が1つ、その他教会などに
も彼の胸像が設置されている。中でも有名なのが、
北海道大学古河講堂近くのクラークの胸像であ
る。観光客が次々に訪れ、記念写真を撮るのが定
番になっている。クラークが札幌農学校（北海道
大学の前身）で教鞭を取ったのはわずか8カ月（札
幌農学校開校式1876年8月14日〜札幌出発1877年4
月16日）であったが、人口に膾炙している“Boys, 
Be Ambitious!”という生徒への別れの辞により、
彼は日本においてつとに有名である。札幌農学校
滞 在 中 ク ラ ー ク は 教 頭9）（ 英 語 の 肩 書 き は
“president”）として、農学、化学、数学、英語の
授業を担当したほか、東京でルーサー・ギュー
リック牧師（Luther Gulick）から進呈された30冊
の聖書を使って生徒に徳育教育も施した。
クラークが卒業し、さらに教鞭を執ったアマー
スト大学は、ピューリタニズムを受けつごうと考
えた組合教会派の人々が設立に奔走した。創設
（1821年）の目的は、「キリスト教の聖職者を育成
するために、信仰心の厚い、そして才能のある、
しかし経済的に困窮している青年に古典的な教育
を施す」（Greene 1992: 5）ことであった。「創立
以来二十五年間の卒業生七百六十五人のうち、
四百人が牧師や宣教師として、アメリカ各地や外
国に出ている」（岩田　1982: 33-34）。創立50周年
を見てみると「1946名の卒業生のうち799人が牧
師となり、79人が宣教師となった」（Fuess: 1935: 
170）。この数字を裏付けるように、北垣は次のよ
うに述べている。「十九世紀の中葉にはアーモス
ト大学10）は聖職者を最もたくさん輩出した大学
だったといわれる」（北垣　1993: 294）。
クラークは在野の伝道者としてキリスト教を熱
心に説き、その結果生徒を信仰に導き、日本を去
るにあたってクラークが草稿した「イエスを信ず
る 者 の 誓 約：“Covenant of Believers in Jesus”」
に第一期生全員が署名した。
下に署名する札幌農学校の学生は、キリス
トの命に従いてキリストを信ずることを告
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白し、且つキリスト信徒の義務を忠実に尽
くして祝すべき主即ち十字架の死を以て我
等の罪をあがない給いし者に、我等の愛と
感謝の情を表し且つキリストの王国広が
り、栄光現われ、そのあがない給える人々
の救われんことを切望す。故に我等は今後
キリストの忠実なる弟子となりて、その教
えを欠くることなく守らんことを厳かに神
に誓い且つ互に誓う。　　　（大島　1993: 
113）
クラークから直接的な教えは受けなかったが、
第二期生の内村鑑三や新渡戸稲造などもこの「イ
エスを信ずる者の誓約」に署名し、明治の日本の
キリスト教界に大きな影響を及ぼした。クラーク
の蒔いた種は札幌市のみならず全国に伝播し、彼
の努力は波及的に実を結んだ。このように、彼の
働きに対して日本人は好意的なイメージを抱いて
いる。その典型的な現象が、北海道大学のクラー
ク像詣でである。
明治時代から時間が経過して、現在のキリスト
教界に目を向けてみる。キリスト教はプロテスタ
ント、カトリック、東方正教会の3つに大きく分
類されるが、日本におけるキリスト教徒は総人口
1億2,700万に対してその割合は1％弱である。英国
国教会の神学者であるアリスター・E・マクグラ
ス（Alister E. McGrath）は、2002年に「主流の
プロテスタントは、少なくとも今のままの形では、
西洋では、21世紀には生き残ることはできないよ
うに思われる」（McGrath 2002: 99=2002: 143）と
警告的な予言を発した。ヨーロッパやアメリカの
影響を強く受けてきた日本のキリスト教は、マク
グラスの予言通り信者の数を漸減させている（表
2）。土屋も「日本の文化に接近する動機をもたず、
ナショナリズムを嫌う日本のキリスト教特にプロ
テスタント主流派は、欧米のモデルにつき従う形
で、信徒数減少の道をたどっていくと思われる」
（土屋　2016:89）、とその将来を示唆している。
表2　日本におけるキリスト教系信者の推移
（2003～2015年）
年 信者数（人）
2003 2,157,476
2004 2,161,707
2005 2,595,397
2006 3,032,239
2007 2,143,710
2008 2,369,484
2009 2,121,956
2010 2,773,096
2011 1,920,892
2012 1,908,479
出典：文化庁編、2015『宗教年鑑』
信徒数が減少傾向を見せているにもかかわら
ず、なぜイエスの誕生を待ち望むクリスマスのイ
ベントが隆盛を極めているのであろうか。精神科
医の斎藤環は、「もともと日本人は、神とか教義
とかいった超越的な存在に対しては、あまり信頼
を置いて来なかった・・・。日本人が信じるのは
『人間』だけ。」（「朝日新聞」2016年6月19日）、と
述べている。これを、発売当時（1970年5月10日
初版発行）ベストセラーとなった（1年後の1971
年6月25日現在17版を重ねた）『日本人とユダヤ人』
の中で著者のイザヤ・ベンダサンは「日本教」と
名づけた。そして、日本教の中心概念は、「神概
念ではなく『人間』という概念なのだ」（ベンダ
サン　1971: 91）、と論じている。ゆえに、彼は次
のような事例を引き合いに出している。「日本で
は結婚しようとする男女が次のような会話をして
も少しも不思議ではない。『式は何でやろうか。
神式もいいけどキリスト教式もいいね』。なるほ
どこれで良いはずである。いずれにせよ日本教で
なのだから」（ベンダサン　1971: 95-96）。日本教
の特色は次の引用に的確に示されている。
宗教が違えば生活のある面の規則がちがっ
てくるのは当然なのだが、日本人の間には
そういった差はない。ミッションスクール
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出で洗礼をうけたはずの女性が神式で結婚
し、仏式で葬式をしても、だれも別にあや
しまない。これを、宗教的に潔ぺきでない
と考えるなら考える方が誤りである。日本
人は実に潔ぺきなのだから。これは、少な
くとも実生活においては、と言うことは本
心では、日本人はみな同一の日本教徒であ
ることを、実際に示している。　　　（ベ
ンダサン　1971: 96-97）
キリスト教信者が少ない日本において、キリス
ト教のイベントであるクリスマス市が活況を呈す
るのは一向に不思議ではないのである。日本にク
リスマスが根付いたのは宗教としてではなくイベ
ントとしてである。今日ハロウイーンが、東京都
をはじめとして地方都市においてもコスプレのパ
レードとして楽しまれているように。クリスマス
といってもキリスト教（神、罪、救い、信仰）や
イエス・キリストの生涯が、このイベントの通奏
低音になることはない。
2）食生活の欧米化とクリスマスケーキ
鈴木（2007）は『「アメリカ小麦戦略」と日本
人の食生活』において、第二次世界大戦後の日本
における食生活の変遷を克明に追跡している。著
者はアメリカの巧妙な仕掛けにより余剰小麦が日
本に大量に入ってきたために、米飯、味噌汁、漬
物という伝統的な食事が一変し、パン、牛乳、肉
類、油料理など欧米型食事が急速に、そして広範
囲に庶民に浸透していったと指摘している。それ
では、巧妙な仕掛けとはどういうものであろうか。
戦場とならなかったアメリカは第二次世界大戦終
結後、自由主義陣営の拡大を図るために、農地が
荒廃したヨーロッパの国々に食糧を支援した。こ
の時点で農産物の在庫を抱えることはなかった。
しかし、ヨーロッパの復興が進展し自力で十分な
食糧が確保できるようになり、アメリカからの支
援が不要となった。さらに1953年に朝鮮戦争が終
わると、これまで兵士の食料となっていた小麦を
含めた農産物が消費されなくなった。ここに、農
産物の余剰問題が喫緊の問題として浮上してき
た。この問題を解決すべく、アメリカが目を向け
たのが日本であった。　
余剰農産物を輸出するにあたりアイゼンハワー
（Dwight D. Eisenhower）大統領は、PL480法案
（Agriculture Trade Development and Assistance 
Act: 農業貿易促進援助法）を成立させた。その趣
旨は次の通りである。
　　　　　
1　アメリカの農産物をドルでなく、その
国の通貨で購入でき、しかも代金は後
払い（長期借款）でよい。
2　その国の政府がアメリカから代金後払
いで受け入れた農産物を、その国で民
間に売却した代金（見返り資金）の一
部は、事前にアメリカと協議のうえ経
済復興に使える。
3　見返り資金の一部は、アメリカがその
国での現地調達などの目的のほか、ア
メリカ農産物の宣伝、市場開拓費とし
て自由に使える。
4　アメリカ農産物の貧困層への援助、災
害救済援助及び学校給食への無償贈与
も可能である。　　　（鈴木　2007: 22-
23）
「アメリカ農産物の宣伝、市場開拓」としてキッ
チンカーが走り、「1956年から5年間で全国二万会
場、二百万人を動員した」（鈴木　2006：55）。小
麦（強力粉）を使用したパンや肉を摂取する栄養
改善運動が、 全国津々浦々に展開された。 また、
「学校給食」にはパンとミルクが導入され、欧米
型食事は生徒のみならず大人にも徐々に浸透して
いった。それにともない、小麦粉、バターやマー
ガリンを使用する洋菓子を、人々は何の抵抗も無
く受け入れるようになった。
クリスマスケーキに関する歴史を少し紐解く
と、日本においてクリスマスケーキの原型が登場
するのは1910年である。 12年後の1922年、 菓子
メーカーの不二家が今日のクリスマスケーキ（小
麦粉やバターをふんだんに使用して作る日本型ク
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リスマスケーキ）を販売した。しかし、1922年（大
正11年）といえば大正末期であり、庶民がこのケー
キを口にする機会は多くはなかった。現在普及し
ているクリスマスケーキ11）（スポンジケーキに純
白の生クリームを塗り、上部に苺や砂糖細工のサ
ンタクロースを飾ったもの）を少なからずの庶民が
享受できるようになったのは、高度経済成長期12）
（1954年12月〜 1973年11月）が終り、安定成長期
（1973年12月〜バブル崩壊の1991年2月）に入った
1975年頃からである。クリスマスケーキや洋食に
馴染んでいる日本人が、クリスマス市で提供され
るドイツのソーセージ、ベーコン、カツレツ、ザ
ワークラウト入りのビーフシチューなどを堪能す
る素地は十分にできていた。
6．おわりに
2002年に始まり年を追うごとに来場者が増え、
2015年の第14回には約140万人に迫る盛況を見せ
ている「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」
は、その規模や内容において姉妹都市交流を通し
た地域の活性化というモデルの嚆矢となるであろ
う。クリスマス市の成功と継続性を確保する要因
としては、もちろん札幌市とミュンヘン市との44
年にわたる活発な交流が土台にあることは言うま
でもない。その他には、クリスマスという日本に
も定着している行事を中心にしてイベントを展開
していること、「札幌市民が一丸となって」と言っ
ても過言ではないほど多くの機関や団体のイベン
トへの参加、さらに現代人の関心が高い環境に配
慮した運営などが挙げられる。
先述のように、国土交通省が2005年に実施した
「姉妹都市交流の観光への活用に関する調査」に
おいて、回答した自治体の56%が「姉妹都市交流
を観光に役立てたい」と回答している。多くの自
治体が財政の縮小に直面し、姉妹都市交流活動費
もその余波をまともに受けている現在において、
札幌市のクリスマス市は姉妹都市提携先を有効に
活用し、地域の活性化を促す事例として示唆に富
んでいる。
それでは、札幌市との交流におけるミュンヘン
市での経済効果はどうなっているであろうか？札
幌市において開催されているクリスマス市のよう
な大きなイベントは、後掲の「札幌市とミュンヘ
ン市との姉妹都市交流の軌跡」を一瞥する限りは
ミュンヘン市において見当たらない。しかし、こ
の資料によると、2003年から2012年の間に199人
の札幌市民がミュンヘン市を訪問しているので、
ツーリズムの面から見ると貢献をしていることは
確かである。実際にミュンヘン市を訪問し、関係
者へのインタビューなどを通して、この問題を調
査する予定である。その結果の報告は次稿に譲る
ことにする。
【注】
１） アメリカ合衆国オレゴン州ポートランド市（Portland, 
Oregon：1959年締結）、ドイツ連邦共和国バイエルン州
ミュンヘン市（Munchen, Bayern：1972年締結）、中華
人民共和国遼寧省瀋陽市：1980年締結）、ロシア連邦ノ
ボシビルスク州ノボシビルスク市（1990年）締結、大
韓民国大田広域市（2010年締結）。
２） 「役立てたいとは思わない」という回答は36％である（国
土交通省　2005: 12）。その理由は「観光振興を目的と
していない」という回答が多い。姉妹都市交流の主目
的は、いわゆる「国際理解」や「グローバル人材の育成」
が中心となっているという理解である。
３） 青森県岩崎村（2005年深浦町との町村合併により現在
は深浦町）は1990年にフィンランド共和国ラヌア郡
（Ranua, Republic of Finland）と姉妹都市提携を結び、
それ以降活発な相互交流を続けている。毎年12月に
「ヨールプッキ（サンタクロース）まつり」を開催し、フィ
ンランドからやって来るサンタクロースが子どもたち
を始め多くの人々と触れ合う。来場者も多い。
４） 「『キリンビール大学』レポート」によると、ドイツに
おけるビールの1人当たりの年間消費量（2014年）は、
104.7リットルで世界第4位である。
　　（http://www.kirin.co.jp/company/news/2015　
/1224_01.html.2016.11.09）　
５） ミュンヘン市のホームページ
（https://www.muenchen.de/rathaus/wirts chaft_
ichbusiness-location/economic.2016.7.25.）
６） “World Population Review” 
（http://worldpopulationreview.com/world-cities/
munich-population.2016.7.25.）
７）アンドレ（Andrew）はイエスが召した最初の弟子であ
る。彼は5つの大麦パンと2匹の魚を持っていた少年を
イエスに紹介し、イエスはその食べ物で5,000人の空腹
を癒した（ヨハネによる福音書第6章第8節−第12節）
という奇跡の話は有名である。
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調査」
（http://www.mlit.go.jo/common/000059350.pdf.2016.6.20）。
Maki, John M., 1996, William Smith Clark: A Yankee in 
Hokkaido, Sapporo: Hokkaido UP.　（＝高久真一訳『W・
S・クラーク――その栄光と挫折』）
McGrath, Alister E., 2002, The Future of Christianity, 
Malden, Massachusetts: Blackwell Publishers.　（＝本多美
根子訳『キリスト教の未来』教文舘。）
日本記念日協会、2012、「クリスマス市場規模2012年」
（https://numzon.com/detail/17764/%E6%97%A5%E6%9C%
AC%E8%A8%98%E5%BF%B5%E6%97%A5%E5%8D%94
%E4%BC%9A-%E3%82%AF%E3%83%AA%E3%82%B9%
E3%83%9E%E3%82%B9-%E5%B8%82%E5%A0%B4%E8%
A6%8F%E6%A8%A1.2016.10.27）。
大島正健、1993、『クラーク先生とその弟子たち』教文館。
佐藤智子、2011、『自治体の姉妹都市交流』明石書店。
札幌市観光文化局コンベンション部観光企画課、2016、「平
成27年度札幌の観光」
（http://www.city.sapporo.jp/keizai/kanko/statistics/
statistics.html.2016.7.25）。
札幌市経済局産業振興部経済企画課、2008、「教えて！さっ
ぽろの産業と経済」
（http://www.city.sapporo.jp/keizai/top/topics/oshiete.
html.2016.7.25）。
札幌市教育委員会編、1998、『姉妹都市』北海道新聞社。
札幌市総務局国際部交流課、2013、「札幌・ミュンヘン姉妹
都市提携40周年記念誌」。
札幌市総務局国際部交流課、2015、「第15回ミュンヘン・ク
リスマス市 in Sapporo開催報告書」。
Sister Cities International, 2015, “A Study on the Economic 
Benefits of Sister City Relationships in the U.S. and their 
Impact on the Global Economy 2014-2015”（http://www.
sistercities.org/MeasuresThatMatter.pdf.2016.6.22）.
鈴木猛夫、2007、『「アメリカ小麦戦略」と日本人の食生活』
藤原書店。
高瀬毅、2009、『ナガサキ　消えたもう一つの「原爆ドーム」』
平凡社。　
土屋博、2010、「日本におけるキリスト教の宣教」『東アジ
ア文化交渉研究』別冊6: 77-90。
（2017年7月3日原稿提出）
（2017年11月6日受理）
８） 例えば、「アドベントクランツ」というモミの枝で作ら
れた飾りがある。4本のローソクを立てて、アドベント
の始まりから日曜日ごとに火を点しクリスマスを待つ。
これにつきものなのがシュトレンというケーキで、こ
れを食べて祝う。
９） アマースト大学（Amherst College）のことである。ア
マースト大学で学んだ新島襄が設立した同志社大学で
は、「アーモスト大学」と表記している。関連する文献
には「アマスト大学」も散見されるが、本論では「アマー
スト大学」に統一する。
10） 英文の契約書では、「Assistant Directorの次にPresident
という文字が書き加えられてあり、これに吉田公使が
自分の頭文字を書き添え、承認している。」 （Maki 1996: 
131=高久: 159-160）
11） ちなみに、ドイツでクリスマスに付き物の食べ物は
「シュトーレン」である。ドライフルーツをブランデー
などのアルコールに浸し、それを練り込んで焼き上げ
たパンである。クリスマスを待つアドベントに不可欠
な食べ物である。
12） 1956年の「経済白書」が「もはや戦後ではない」と明
記した。1950年代後半から冷蔵庫（白黒テレビや洗濯
機とともに家電の三種の神器と呼ばれた）が普及し始
め、生クリームの保存が容易になったこともクリスマ
スケーキが日本に浸透していく一因となった。
【参考文献】
ベンダサン、イザヤ、1971、『日本人とユダヤ人』山本書店。
Fuess, Claude Moore, 1935, Amherst: The Story of a New 
England College, Boston: Little, Brown, and Company.
岩田典子、1982、『エミリ・ディキンスン』創元社。
Greene, Theodore P., 1992, “Piety and Play in Amherst’s 
History,” Ronald Story ed., Five Colleges: Five Histories, 
Amherst: Five Colleges, Inc., and Historic Deerfield, Inc. 
キリン株式会社、2015、「『キリンビール大学』レポート―
2014年世界主要国のビール消費量」
（http://www.kirin.co.jp/company/news/2015/1224_01.
html.2016.11.09）。
北垣宗治、1993、『新島襄とアーモスト大学』山口書店。
国土交通省、2005、「姉妹都市交流の観光への活用に関する
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【参考資料】
札幌市とミュンヘン市との姉妹都市交流の軌跡
（40年にわたる交流史を全て網羅することができないので、2003年から40周年を迎えた2012年の10年間だけ
を記載する。）
2003年（平成15年）
5月 ・ミュンヘン市保育士一行34名が幼児教育研修のため札幌の幼稚園などを視察。
6月 ・ミュンヘン市民大学日本語講座の受講生ら16人が研修で札幌を訪れ、市民と交流。
7月 ・ミュンヘンを手本に作られた食器洗浄車アラエール号の貸出しが始まる。
8月 ・北海道国際ユースサッカー大会にミュンヘン1860ユースチームが参加。
10月 ・札幌市サッカースポーツ少年団チーム一行22名がミュンヘンに遠征。
・「第22回ドイツ語暗唱大会」開催。
11月 ・「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」が開催され、ミュンヘン市代表団・音楽団4
名が来札。ドイツからは13業者が出展。会場では「文化伝道師」と呼ばれるドイツ人
がミュンヘンに関するクイズやドイツ文化の紹介を行った。
2004年（平成16年）
2月 ・札幌市職員2名が市民自治の研修のためミュンヘンを訪問。
3月 ・札幌市職員1名が都市計画についての視察のためミュンヘンを訪問。
5月 ・ミュンヘン市より、ボーイスカウト、ガールスカウト18名が来札。キャンプや
YOSAKOIソーラン祭りを通して札幌のスカウトと交流。
8月 ・サッカーチーム1860ミュンヘン（U-16）の選手が、札幌市環境局主催の「かんきょう
みらいカップ2004」に参加。
10月 ・「第23回ドイツ語暗唱大会」開催。
11月 ・「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」が開催され、ミュンヘン市議会議員ユッタ・
コッラ氏が来札。ドイツから10業者が出展。また、ミュンヘンの文化を紹介する文化
交流館「ヴァイナハツ・パビリオン」を会場内に設置。
・札幌市職員1名が社会福祉政策の研修のためミュンヘンを訪問。
・札幌市消防職員2名がロープレスキューの視察のためミュンヘンを訪問。
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2005年（平成17年）
2月 ・ドイツ・オーベルストドルフでのノルディックスキー大会視察の折に、札幌市長一行4
名がミュンヘン市を訪問。
8月 ・サッカーチーム1860ミュンヘン（U-16）の選手が、札幌市環境局主催の「かんきょう
みらいカップ2005」に参加。
10月 ・「第24回ドイツ語暗唱大会」開催。
11月 ・2005年の「日本におけるドイツ年」に際し、マイバウムやフラウエン教会などミュン
ヘン市の代表的な建造物などをデザインした市電を運行。
・札幌市役所ロビーにて「ドイツ観光パネル展」を開催。
・「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」が開催され、ミュンヘン市議会議員シュタッ
ホヴィッツ氏と、チター奏者フーバー氏、スタッフ1名が来札。また、ドイツから12業
者が出展。
・ミュンヘンの取り組みにならい、ミュンヘン・クリスマス市でリターナブル食器の導
入を開始。
2006年（平成18年）
3月 ・ドイツ語暗唱大会優勝者榎本夕佳里さんがミュンヘン市を訪問。
春〜秋 ・あいの里東小学校の児童が総合学習の一環として、百合が原公園内ミュンヘン庭園の
管理に携わる。
5月 ・ミュンヘン・フィルハーモニー首席ファゴット奏者フリードリッヒ・エーエルマン氏
とチェロ奏者レベッカ・ラスト氏が来札し、観桜会などで演奏。
・「北海道キルトウィーク2006」の『ミュンヘン−札幌フレンドシップキルト展』にミュ
ンヘンのキルト職人ドルテ・バッハ氏が参加。
6月 ・YOSAKOIソーラン北海道学生合同チーム「北人」のメンバー 15名が、W杯サッカー
ドイツ大会を盛り上げるため、ミュンヘンにて演舞を披露。
8月 ・国際親善ジュニアスポーツ姉妹都市交流事業として、女子バスケットボール選手13名、
引率3名が来札。
・サッカーチーム1860ミュンヘン（U-16）の選手18名と随行4名が、札幌市環境局主催の「か
んきょうみらいカップ2006」に参加。
9月 ・ミュンヘンの「ミニ・ミュンヘン」を手本としたこどものまち「ミニミニさっぽろ
2006」が札幌で開催され、2日間で3400名の児童が参加した。
10月 ・「第25回ドイツ語暗唱大会」開催。
11月 ・「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」が開催され、ミュンヘン市議会議員ブルンナー
氏、チター奏者フーバー氏、他2名が来札。また、ドイツから9業者が出展。
・ミュンヘン出身のチター奏者フーバー氏が、札幌市役所でロビーコンサートを開催。
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2007年（平成19年）
3月 ・ドイツ語暗唱大会入賞者中野美香さんと同伴者1名がミュンヘン市を訪問。
・札幌の青年1名が、サッカーチーム「1860ミュンヘン」ユースチーム研修参加のためミュ
ンヘンへ出発。
春〜秋 ・百合が原公園内ミュンヘン庭園の改修を行う。
・あいの里東小学校の児童が総合学習の一環として、百合が原公園内ミュンヘン庭園の
管理に携わる。
5月 ・ミュンヘン市民大学で日本語を学ぶ研修生一行16名が来札。
7月〜 8月 ・札幌夏まつり大通納涼ガーデン11丁目に、ミュンヘンビールなどを扱う「札幌ドイツ
村」が登場。
8月 ・新札幌駅ショッピングモール内でドイツ観光紹介や飲食販売を行う「新さつミュンヘ
ン夏市」を開催。
・サッカーチーム1860ミュンヘン（U-16）の選手18名と随行4名が、札幌市環境局主催の
「かんきょうみらいカップ2007」に参加。
・北区高齢者大学「北親大学」でミュンヘン紹介セミナーを実施。
8月〜 9月 ・国際親善ジュニアスポーツ姉妹都市交流事業として、男子中学生バスケットボール選
手12名、引率4名がミュンヘンへ遠征。
9月 ・札幌・ミュンヘン姉妹都市提携35周年を記念し、札幌市長団（7名）、札幌市議会議員
団（10名）、経済交流団（3名）がミュンヘン市を訪問し、記念式典などに参加。
・ミュンヘンの「ミニ・ミュンヘン」を手本としたこどものまち「ミニさっぽろ2007」
が札幌で開催され、2日間で4,428名の児童が参加した。
10月 ・札幌市民訪問団22名がミュンヘンを訪問。
・ミュンヘンに姉妹校を持つ小中学校3校から計8名がミュンヘンを訪問し、姉妹校への
訪問等を行った。
11月 ・「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」に、ミュンヘン市民からのメッセージ13通が
届く。ドイツからは6業者が出展。
・西区ちえりあにて、姉妹都市紹介の講演会を実施。
12月 ・豊平区高齢者大学「創造学園」でミュンヘン紹介のセミナーを実施。
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2008年（平成20年）
3月 ・ドイツ語暗唱大会優勝者、岩崎修子さんをミュンヘン市へ派遣。
6月 ・ミュンヘン市内ウエストパーク内にある姉妹都市花壇造成のため、造園技術者4名を派
遣。
・ミュンヘン市開基850周年式典に札幌市が招待され、上田市長がミュンヘン市を訪問。
・札幌市で開催されたG8大学サミットにミュンヘン大学が参加。
・札幌市主催の「子ども環境サミット札幌」に、ミュンヘンから5名が参加。
8月 ・札幌稲積中学校と姉妹校であるミュンヘン市マクシミリアム・ギムナジウム校の卒業
生3名が来札。ホームステイを通じて、日本の生活を体験。
10月 ・「第27回ドイツ語暗唱大会」開催。
2009年（平成21年）
2月 ・ドイツ語暗唱大会優勝者、佐藤稔さんをミュンヘン市へ派遣。
6月 ・ミュンヘン市民大学で日本語を学ぶ研修生一行23名が来札し、ホームステイや日本文
化の体験を実施。
7月 ・ミュンヘンからスポーツ少年団リーダー 7名と指導員1名が研修のため来札。
8月 ・北海道サッポロ開成高校吹奏楽部が、ミュンヘン・フィルのボブ・ロス氏を札幌に招
いて演奏会を開催。
10月 ・「第28回ドイツ語暗唱大会」開催。
2010年（平成22年）
1月 ・ドイツ語暗唱大会優勝者、長谷川円香さんをミュンヘン市へ派遣。
11月 ・「第29回ドイツ語暗唱大会」開催。
2011年（平成23年）
3月 ・ドイツ語暗唱大会優勝者、原野有佳さんをミュンヘン市へ派遣。
7月 ・ミュンヘン・フィル主席ファゴット奏者フリードリッヒ・エーデルマン氏とチェリス
トレベッカ・ラスト氏による「東日本大震災追悼“Ganbare Nippon”コンサート」開催。
10月 ・ミュンヘン市の国際ロータリー 1840地区の派遣団が、職業研修プログラムに参加する
ために来札。
11月 ・「ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」が開催10回目を迎え、新たに札幌駅前通地下
歩行空間をサテライト会場に加えて実施。
12月 ・「ドイツ語を楽しむ会〜グリム童話編」開催。
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2012年（平成24年）
5月 ・ミュンヘン市民大学で日本語を学ぶ研修生一行13名が来札。
・ミュンヘンセミナー〜美術・文化編〜を開催。
・国際ロータリー 2510地区（北海道西部）職業研修プログラム派遣団がミュンヘン市等
を訪問（し、上田市長の親書を渡す）。
6月 ・ドイツ・ミュンヘンセミナー〜生活編〜を開催。
8月 ・ドイツ・ミュンヘンミニセミナー〜ビアガーデン編〜を開催。
9月 ・札幌・ミュンヘン姉妹都市提携40周年を記念し、札幌市長団（8名）、札幌市議会議員
団（14名）、札幌商工会議所訪問団（8名）、市民訪問団（33名）がミュンヘン市を訪問
し、記念式典などに参加。
・サッポロファクトリーにて「オータムビヤフェスト2012」を開催。開会式では、姉妹
都市提携40周年を記念し、「カンパイセレモニー」を実施。
・ドイツ・ミュンヘンを知るセミナー〜環境編〜を開催。
10月 ・国際親善ジュニアスポーツ姉妹都市交流事業として、市内の中学生バドミントン選手
など12名の札幌市選手団がミュンヘンへ遠征。
11月 ・ドイツ国家公認宝飾細工師マイスター武市知子氏によるセミナー・作品展等を開催。
・「第11回ミュンヘン・クリスマス市 in Sapporo」を開催。姉妹都市提携40周年を記念し
て、新たにさっぽろテレビ塔やサッポロファクトリーを会場に加えて実施。
12月 ・「第2回ドイツ語を楽しむ会〜グリム童話編〜」開催。
※札幌市総務局国際部交流課、「札幌・ミュンヘン姉妹都市提携40周年記念誌」pp. 45-46の写真を省略して
筆者が作成した。（2013年3月）
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論文　地域活性化型の姉妹都市交流
Economic Development through a Sister-City Relationship:
A Case Study of Sapporo City
Tomoko Sato
Abstract 　　 Sapporo and Munich, Germany, hosted the winter and summer Olympic Games 
respectively in 1972.  This is how the two cities established a sister-city relationship in 
1972.  This paper deals with an economic impact from a sister-city relationship on a 
city.  Sapporo implemented a Christmas market in 2002 to commemorate its 30th 
anniversary of the sister-city relationship with Munich; the idea was suggested by its 
counterpart whose Christmas market is an annual and conspicuous event in winter. 
The object of this event in Sapporo is to render downtown business more vigorous as 
well as to provide citizens opportunities to understand foreign cultures, including that 
of Germany.  In order to achieve this aim, two sponsors, eighteen organizers, six 
patrons, and forty-nine supporting businesses became involved with it in 2015.  It is no 
exaggeration to aver that almost all major businesses in the city participated in the 
Christmas market in some substantial ways to make it a great success.  Since 2002, the 
market has been showing tremendous growth, with approximately 1.4 million visitors 
in 2015 alone.  The market helps increase the number of visitors, domestic and foreign, 
to Sapporo, stimulating tourism and the entire economy of the city.  To secure a lasting 
relationship, promoting prosperity of the municipality is definitely one of the most 
significant tools.  While peace building is the major goal of sister-city relationships, as 
President Dwight D. Eisenhower, the founder of the Sister Cities International 
proclaimed in 1956, their deep consciousness of economic leverage should be 
appreciated in a global society.  
Key words 　　Sapporo city, Munich city, sister-city relationships, economic development of the 
municipal, Christmas market
